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平成１７年 ３月期  決算短信（連結）            平成１７年 ５月１２日 
上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社                 上場取引所    東１ 福 
コ ー ド 番 号               ５３５２                           本社所在都道府県 福岡県        
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ）                              
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 平岡 照祥                
問合せ先責任者  役職名 取締役副社長   氏名 木原 誠一郎  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１７年 ５月１２日 
親会社等の名称 新日本製鐵株式会社（コード番号：５４０１） 親会社における当社の株式保有比率 44.4％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． １７年３月期の連結業績(平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日) 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

１７年３月期 
１６年３月期 

８２，２１４   8.7
７５，６５７   5.2

４，１４７   36.7
３，００１   56.0

４，１７７   49.4
２，７９６   56.8

 
 

当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
１７年３月期 
１６年３月期 

百万円    ％ 

１，５３２ 69.5 
９０４ 170.3 

円   銭

１７．４７ 
１０．２９ 

円   銭

１７．４７ 
１０．２９ 

％ 

   ７．０ 
   ４．５ 

％ 

 ６．２ 
 ３．９ 

％

５．１ 
３．７ 

 (注) ①持分法投資損益     17 年３月期      51 百万円 16 年３月期         41 百万円 
②期中平均株式数（連結） 17 年３月期 87,649,391 株   16 年３月期  87,729,699 株 

     ③会計処理の方法の変更   有 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

１７年３月期 
１６年３月期 

７１，２７２ 
７１，７７９ 

２１，７５６ 
２０，１９３ 

３０．５ 
２８．１ 

２４８．３８ 
２３０．２４ 

 (注) 期末発行済株式数（連結） 17 年３月期 87,589,033 株   16 年３月期  87,704,870 株 
 
(３)連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

１７年３月期 
１６年３月期 

   ５，１０１ 
１０，１４３ 

△２，８０３ 
△３，０９１ 

△２，７９４ 
△７，９９０ 

２，６３５ 
３，１４１ 

 
(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結会社数  ９社、 持分法適用非連結子会社数 ０社、 持分法適用関連会社数 ２社 
(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結（新規） ０社、 （除外） ０社、 持分法（新規） １社、 （除外） １社 
 
２．１８年３月期の連結業績予想(平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日) 

 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 

通   期 

４２，５００ 

８５，６００ 

２，４００

４，９００

１，４００ 

２，８００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  ３１円９６銭 

 
 ※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生す
る状況の変化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業

績予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１． 企業集団の状況 
  当グループ（当社、子会社２２社、関連会社１３社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業 
に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 
 〔耐火物事業〕 
      当社は耐火物の製造販売、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っております。また、九州耐火煉瓦(株)及 
  び黒崎炉材(株)（いずれも連結子会社）並びに(株)ＳＮリフラテクチュア東海（持分法適用関連会社）は耐火物 
  の製造を行い、当社がこれを買い上げ販売しております。 
   AMR REFRACTARIOS,S.A.（連結子会社）はスペインで耐火物を製造し、欧州市場で主に販売しておりま 
すが、一部は当社を通じ日本市場で販売しております。さらに、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司（連結子会社） 
は中国で耐火物を製造し、大半は日本市場へ当社を通して販売しております。 

   黒崎産業(株)（連結子会社）は耐火物製造に係る諸資材、原料を当社へ販売し、黒崎機工(株)（連結子会社） 
は耐火物製造設備等の製作及びメンテナンスに携わっております。また、Krosaki USA Inc.（連結子会社） は、 
米国における耐火物等の販売を行っております。さらに菊竹産業(株)（持分法適用関連会社）は耐火物製造に 
係る外注作業に携わっております。 

 
 〔築炉事業〕 
      当社のファーネス事業部は、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っており、また当社のエンジニアリング 
部門及び黒崎機工(株)（連結子会社）は、炉に関する施工機器の製作販売業を行っております。 

 
 〔不動産事業〕 
      当社は不動産事業として社有地に店舗、倉庫等を建設し賃貸を行っております。 
 
  〔ファインセラミックス事業〕 
      当社及び(株)マイクロン、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.（いずれも連結子会社）は、各種産業用ファ 
インセラミックスの製造販売を行っております。なお、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.はマレーシアに製 
造販売拠点を置いております。 

 
 〔その他の事業〕 
   当社は景観材の輸入販売及び製鉄所向け石灰の製造販売並びに建材事業として住宅用外壁材の製造販売を 
行っております。 
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  以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

当　社
新　日　本　製　鐵　(株)

得
耐火物製品の供給

耐火物製品以外の販売

九  州  耐  火  煉  瓦  (株) 耐火物

黒　　崎　　炉　　材　　(株)

(株)ＳＮリフラテクチュア東海 事   業

耐火物製品の供給・販売

AMR REFRACTARIOS,S.A.

無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司

耐火物製品の販売

意 Krosaki USA Inc.
築　　炉

事　　業

原料・諸資材の供給

黒　　崎　　産　　業　　(株)
ﾌｧｲﾝｾﾗ
ﾐｯｸｽ
事   業

外注作業・外注工事

菊　　竹　　産　　業　　(株)
不動産

先 黒　　崎　　機　　工　　(株)
事   業

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ製品販売

(株)　マ　 イ 　ク 　ロ 　ン その他の
事　 業

HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.

製品の流れ（販売） 連結子会社

その他 関連会社（持分法適用会社）

その他の関連当事者
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２．経営方針 

 
  （１）経営の基本方針 
    当社は「世界一の顧客価値の実現」を事業目標に掲げ、お客様に最高の品質と安心をお届けし、信頼され 

る企業集団を目指しています。 
    また、あらゆる活動を通じ事業価値向上につとめ、株主の利益に貢献したいと考えています。 
 
  （２）利益分配に関する基本方針 
        当社は、長期的視野に立ち配当を行うべく努力しておりますが、業績を主体に経営環境等を総合的に勘案 

して決定することとしています。 
    内部留保金につきましては、今後の事業展開、販売体制の整備・強化、新技術・新商品開発、合理化・原 

価低減など長期安定的な経営基盤の確立のために活用したいと考えています。 
 
（３）目標とする経営指標 
    当社は、平成１５年度を初年度とする３カ年間の中期経営計画を策定しており、目標とする経営指標を 
   以下のとおりとしています。 
     ①連 結 売 上 高：７００億円以上の継続 
      ②連 結 Ｒ Ｏ Ｓ：３％以上の達成 
      ③有利子負債 （単体）：２５％削減（平成１７年度末まで） 
      ④総 資 産 （単体）：１０％削減（    〃    ） 
 
  （４）中長期的な会社の経営戦略 

当社は新たなミッションステートメントの制定を踏まえ、平成１５年度を初年度とする３カ年間の「中期 

経営計画」を策定しました。 

今回の「中期経営計画」では、当社の＜事業目標＞であります「世界一の顧客価値の実現」を達成するため 

以下の３点を重点テーマとして掲げました。 

１．顧客価値の徹底追求～信頼される技術の提供、営業の実践～ 

２．最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 

３．健全な事業体質の構築 

 

これらのテーマに則り、主力であります耐火物事業では、国内市場での事業基盤を磐石なものとすると同時 

に、海外市場での拡販に注力します。 

具体的には、国内工場は戦略品種への重点的な設備投資により品質の安定化・生産性の向上に努めます。また、 

中国の生産子会社では、既に投資を決定した新工場を早期に立ち上げ、海外販売子会社を活用し、北米市場や 

中国市場を重点的に開拓します。  また、非耐火物事業も各事業分野ごとに更に選択と集中を図り、新商品の 

開発・新市場の開拓を行うことによって、全社収益への貢献を計画しています。 

 
 （５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
   ①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
     当社は、株主をはじめとする利害関係者の方々に対して、経営の透明性並びに経営の効率性を確保するこ 
    とをコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。 
   ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
     当社は、当社及び当社グループ全般の重要事項について、原則月１回開催する取締役会、常務以上の取 

 締役および関係部門長が出席し随時開催している経営会議で迅速かつ的確な意思決定を行える経営体制を 
 とっています。 

     監査役につきましては、取締役会や経営会議など重要な会議に出席するほか、業務執行状況や財産状況お 
 よび経営状況の監査を行っております。また、必要に応じて適宜、子会社の監査役、公認会計士と連携をと 
 り、コーポレートガバナンスの徹底に努めています。なお、当社と社外監査役との間には、特別の利害関係 
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 はありません。 
     その他、リスク管理の徹底を図るべく、昨年末に危機管理委員会を設置しました。現在、社内ワーキン 
    ググループで内部監査及び内部通報制度を含めたリスク管理のあり方について検討中であります。 
 
 （６）親会社等に関する事項 
   ①親会社の商号等 
                                        （平成１７年３月３１日現在） 

親会社等 
 

属 性 
 

親会社の議決権

所有割合（％） 
親会社等が発行する株券が上場されている 
証券取引所等 

新日本製鐵株式会社 その他の 
関係会社 

45.55 東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券

取引所、福岡証券取引所、札幌証券取引所 
 
   ②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け 
     新日本製鐵株式会社は、当社の総株主の議決権の45.55％を所有する筆頭株主であります。当社は新日 
    本製鐵株式会社が製鉄事業を行う上で必要不可欠な耐火物等を供給しております。 
 
   ③親会社等との取引に関する事項 
     親会社等との取引に関する事項は、後記【関連当事者との取引】に記載しております。 
 

３．経営成績および財政状況 

 
（１） 経営成績 
     当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさが残るものの、個人消費には持ち直しの動きが 

    見られ、企業収益は改善し、景気は緩やかに回復軌道を辿っております。 

     当社グループの主要得意先である鉄鋼業界におきましては、ここ数年中国をはじめとするアジア向け輸出 

    や国内需要が堅調なため、平成１６年度の粗鋼生産量は１億１，２８９万トン（前年度比 1.7％増）と高水 

    準の生産となりました。 

     当社の属する耐火物業界におきましては、主要得意先である鉄鋼業界の粗鋼生産量が高位安定していると 

    いうプラス面がある反面、一昨年末より耐火物原料価格の高騰というマイナス面があり、依然として厳しい 

    環境に変わりはありません。 

 

     このような経済情勢下、当社は平成１５年度を初年度とした３カ年の「中期経営計画」の高位達成をめざ 

    し、全社一丸となり取り組んで参りました。 

     当連結会計年度におきましては、主力の耐火物事業において、“顧客価値の徹底追求”を図るため、販 

    売・研究開発・製造部門一体となったソリューション提供型の営業を実践するとともに、東芝セラミックス 

    株式会社とのアライアンス、中国の生産子会社の生産品種拡充、更には中国の首鋼総公司と鉄鋼用耐火物の 

    製造販売を目的とする合弁会社の設立などにより、“最適生産体制の深化・調達体制の充実”が着実に進捗 

    しつつあります。 

     なお、耐火物原料費高騰に伴うコストアップにつきましては、製品価格への転嫁を強力に推進しつつあり 

    ます。 

     また、“健全な財務体質の構築”のため、総資産の圧縮（単体；H15.3末 566億円→H17.3末 536億円  
    ▲30億円）、借入金の削減（単体；H15.3末 159億円→H17.3末 88億円 ▲71億円を行っております。 
     さらにはグループ収益最大化の観点から国内関係会社の統廃合（H15.3末 34社→H17.3末 21社  
    ▲13社）を推し進めました。 

     以上により、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ 8.7％増収の８２２億１４百万円となり 

    ました。 
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  ａ）事業部門別売上高状況 
    事業部門別の売上状況は次のとおりであります。 
     耐火物の連結売上高につきましては、引き続き一部に製品価格の低下があるものの、平成16年３月に行 

    いました東芝セラミックス株式会社とのアライアンスによる鉄鋼向け連続鋳造用耐火物の売上高が増加し 

    たこと、並びに主要得意先の粗鋼生産量が堅調であったことにより、前連結会計年度に比べ 8.9％増収の 

    ５９０億９９百万円となりました。 

      築炉事業の連結売上高は、環境関連工事のスポット受注などにより、前連結会計年度に比べ 2.8％増収 

    の１２０億８百万円となりました。 

         以上を合計しますと耐火物事業の連結売上高は、前連結会計年度に比べ 7.9％増収の７１１億８百万円 

    となりました。 

 

     ファインセラミックス事業の連結売上高につきましては、下半期より主要得意先である半導体関連産業に 

    景気の減速が見られましたが、液晶関連産業への販路拡大などの営業努力により前連結会計年度に比べ  

    16.8％増収の７０億５３百万円となりました。 

         不動産事業の連結売上高につきましては、前連結会計年度同様、安定した不動産賃貸料収入が得られ、 

    １０億３２百万円となりました。 

     その他の事業の連結売上高につきましては、順調に拡大してきた建材事業を当連結会計年度より事業認識 

    いたしましたので、前連結会計年度に比べ 13.4％増収の３０億２０百万円となりました。 

         以上を合計しますと非耐火物事業の連結売上高は、前連結会計年度に比べ 14.2％増収の１１１億５百万 

    円となりました。 

 

  ｂ）損益状況 

     経常利益につきましては、東芝セラミックス株式会社とのアライアンス効果及び主要得意先である鉄鋼 

    業界のフル生産状況を追い風に耐火物受注増による操業度効果並びに耐火物において輸入原材料コスト上 

    昇分をかなりの部分で製品価格へ転嫁することができたこと、また、生産性向上活動による製造コスト削 

    減などにより、前連結会計年度に比べ 49.4％増益の４１億７７百万円となりました。 

     当期純利益につきましては、当連結会計年度より早期に減損会計を適用し、より積極的に資産の健全化 

    を図る観点から、固定資産減損損失１３億５７百万円を計上しましたが、前連結会計年度に比べ 69.5％ 

    増益の１５億３２百万円となりました。 

 

（２）財政状況 

  ⅰ）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

     当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、期末残高２６億３５百万円と前連結会 

    計年度３１億４１百万円に比べ５億６百万円の減少となりました。 

 

 営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が２７億８２百万円あり、減価償 

却費２９億８７百万円と固定資産減損損失１３億５７百万円等の資金流出を伴わないものを加え、棚卸 

資産の増加や法人税等の支払額を加減した結果、５１億１百万円の収入（前連結会計年度は１０１億 

４３百万円の収入）となりました。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得に２４億８８百万円及び投資有価証券、出資 

金の取得により２８億３百万円の支出（前連結会計年度は３０億９１百万円の支出）となりました。 

 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の圧縮を目的に営業キャッシュ・フローの残高を返済 

にまわした結果、２７億９４百万円の支出（前連結会計年度は７９億９０百万円の支出）となりました。 
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   ⅱ）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期

株主資本比率（％） ２７．９ ２３．９ ２８．１ ３０．５

時価ベースの株主資本比率（％） １５．０ １１．３ ２５．５ ３９．０

債務償還年数（年） ４．１ ３．２ １．５ ２．５

インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） １２．５ ２０．６ ４２．１ ３１．１

    （注）株主資本比率          ：株主資本／総資産 

       時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額／総資産 

       債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

       インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

 

    ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

    ＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

    ＊有利子負債は、利子を支払っている全ての負債（短期借入金、長期借入金）を対象としております。 

    ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 

     使用しており、利息の支払いについて、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお 

     ります。 

 

 （３）次期の見通し 

     今後の見通しといたしましては、更なる世界的な資源の高騰や為替の変動など不透明な要素もありますが、

    国内景気は緩やかに回復していくものと思われます。 

     当グループの主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、国内外の旺盛な鉄鋼需要により粗鋼生産量 

    は引き続き高位安定に推移すると思われます。 

     このような状況下、平成１７年度は当社が策定した中期経営計画の最終年度でもあり、その中で掲げた以 

    下の３つの大きな課題の高位達成に向け全社一丸となり取り組む所存であります。 

     ①顧客価値の徹底追求～信頼される技術の提供、営業の実践～ 

      ・お客様に対しソリューション提供型の営業を推進すべく設置した６つの耐火物技術センターの効果的 

       運営 

          ②最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 

            ・東芝セラミックス株式会社とのアライアンス効果発現の最大化 

            ・中国をはじめとする海外生産、販売拠点の拡充 

      ・ＳＫ（生産性向上）活動を通じて生産性向上を主としたコスト削減 

     ③健全な事業体質の構築 

            ・原料や製品在庫等の棚卸資産の圧縮に努め、売掛債権の流動化を推進し総資産の圧縮を図ることに 

       よって有利子負債の削減を推進。 

      ・グループ収益最大化の観点から、個別事業の将来性・採算性を厳しく見極めると同時に、事業の選択 

       と集中を図って関係会社の統合・再編を推進。 

 次期の業績の見通しにつきましては、以下のとおりです。 

【連結】               【単独】 

売 上 高  ８５６億円       売 上 高  ７４０億円 

    経常利益   ４９億円       経常利益   ２９億円 

    当期純利益   ２８億円       当期純利益   １７億円 

  

 なお、来期の配当につきましては、現時点では未定です。 
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４．連結貸借対照表 
（単位：百万円、未満切捨） 

当連結会計年度 
平成1７年３月31日現在 

前連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（資産の部） 
流 動 資 産 
  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金並びに 
  完 成 工 事 未 収 入 金 
  有 価 証 券 
  棚 卸 資 産 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
 
   流 動 資 産 合 計 

 
 

２，７８８ 
 

１８，７８３ 
５ 

９，８５６ 
９４４ 
７４７ 

△   １４８ 
 

３２，９７７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４６．３ 

 
 

３，３４２ 
 

１８，６７６ 
３８ 

８，８８３ 
１，０５７ 
１，００６ 

△ ４６５ 
 

３２，５３９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４５．３ 

 
 

△  ５５３ 
 

１０７ 
△   ３２ 

９７２ 
△  １１３ 
△  ２５９ 

３１７ 
 

４３８ 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 
  建 物 及 び 構 築 物 
  機械装置、窯炉及び運搬具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 
  建 設 仮 勘 定 
   有形固定資産合計 
 
 無 形 固 定 資 産 
  そ の 他 
   無形固定資産合計 
 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券 
  長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
   投資その他の資産合計 
 
   固 定 資 産 合 計 

 
 
 

１２，９２３ 
１０，０９８ 

６９０ 
７，３５９ 
３４６ 

３１，４１８ 
 
 

５２１ 
５２１ 

 
 

４，９４０ 
６９ 
１７４ 

２，１３９ 
△   ９６９ 
６，３５５ 

 
３８，２９４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５３．７ 

 
 
 

１３，５３７ 
１０，４２５ 

５９７ 
７，３９４ 
５８５ 

３２，５３９ 
 
 

８２９ 
８２９ 

 
 

４，６０７ 
８８ 
２９９ 

１， ４４２ 
△   ５６７ 
５，８７１ 

 
３９，２４０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５４．７ 

 
 
 

△  ６１３ 
△  ３２６ 

９２ 
△   ３４ 
△  ２３８ 
△１，１２０ 

 
 

△  ３０８ 
△  ３０８ 

 
 

３３３ 
△   １９ 
△  １２４ 

６９６ 
△  ４０２ 

４８３ 
 

△  ９４５ 
 
 資 産 合 計 

 
７１，２７２ 

 
１００.0 

 
７１，７７９ 

 
１００.0 

 
△  ５０７ 

 
 
 
 
 
 



【連結】 

 9

（単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 

平成1７年３月31日現在 
前連結会計年度 

平成16年３月31日現在 
          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（負債の部） 
流 動 負 債 
  支払手形及び買掛金 
  並 び に 工 事 未 払 金 
  短 期 借 入 金 
  一年以内返済予定の長期借入金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  未 払 事 業 所 税 
  未 払 消 費 税 等 
  引 当 金 
    賞 与 引 当 金 
  設 備 関 係 支 払 手 形 
  そ の 他 
   流 動 負 債 合 計 

 
 
 

１５，５５６ 
８，６９４ 
２，７２７ 
１，７３０ 
５１８ 
１２１ 
２６ 

 
１，５５４ 

４９ 
２，６００ 
３３，５８０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４７．１ 

 
 
 

１４，８４５ 
１０，０７１ 
１，５１０ 
１，５７８ 
１，１２８ 
１４８ 
２７８ 

 
１，３９６ 

６８ 
９６６ 

３１，９９１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４４．6 

 
 
 

７１０ 
△１，３７６ 
１，２１７ 
１５１ 

△  ６０９ 
△   ２６ 
△  ２５２ 

 
１５８ 

△   １８ 
１，６３３ 
１，５８８ 

 
固 定 負 債 
  長 期 借 入 金 
  繰 延 税 金 負 債 
  引 当 金 
    退職給付引当金 
    役員退職金引当金 
    特別修繕引当金 
    鉱害補償引当金 
    製品保証引当金 
  預 り 敷 金 ・ 保 証 金 
  連 結 調 整 勘 定 
   固 定 負 債 合 計 

 
 

１，３１１ 
８８５ 

 
２，１００ 
２１５ 
１６ 
２５ 
２６ 

７，４６７ 
９４０ 

１２，９８８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１８．３ 

 
 

３，７７９ 
８５６ 

 
２，４３４ 
２７８ 
１０４ 
５３ 
－ 

８，０７４ 
１，０５０ 
１６，６３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２３．2 

 
 

△２，４６８ 
２８ 

 
△  ３３４ 
△   ６３ 
△   ８７ 
△   ２８ 

２６ 
△  ６０６ 
△  １１０ 
△３，６４５ 

 
    負 債 合 計 

 
４６，５６９ 

 
６５．４ 

 
４８，６２５ 

 
６７．８ 

 
△２，０５６ 

 
（少数株主持分） 
  少 数 株 主 持 分 

 
 

２，９４７ 

 
 

４．１ 

 
 

２，９５９ 

 
 

４．１ 

 
 

△   １２ 
 
（資本の部） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
 
自 己 株 式 
    資 本 合 計 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１１，５３４ 
１，４３９ 

△   ２２３ 
 

△    ５２ 
２１，７５６ 

 
 

７．８ 
４．９ 
１６．２ 
２．０ 
△０．３ 

 
△０．１ 
３０．５ 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１０，１３５ 
１，３０８ 

△   ２８７ 
 

△    ２１ 
２０，１９３ 

 
 

７．７

４．９ 
１４．１ 
１．８ 
△０．４ 

 
△０．０ 
２８．１ 

 
 
－ 
－ 

１，３９９ 
１３０ 
６３ 

 
△   ３１ 
１，５６２ 

 負債、少数株主持分及び資本合計 ７１，２７２ １００.0 ７１，７７９ １００.0 △  ５０７ 
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５．連結損益計算書 
   （単位：百万円、未満切捨） 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 １日 

至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 １日 

至 平成16年３月31日 

           期  別 
 
 
 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 
増  減 
（△は減） 

 
営

業

損

益

の

部 

売  上  高 
売 上 原 価 
  売上総利益 
 
販売費及び一般管理費 
 
営 業 利 益 

８２，２１４ 
６６，７５２ 
１５，４６１ 

 
１１，３１４ 

 
４，１４７ 

１００.0 
８１.2 
１８.8 

 
１３.8 

 
５.0 

７５，６５７ 
６２，２７９ 
１３，３７８ 

 
１０，３７７ 

 
３，００１ 

１００.0 
８２.3 
１７.7 

 
１３.7 

 
４.0 

６，６５６ 
４，４７３ 
２，０８３ 

 
９３６ 

 
１，１４６ 

 
 
営

業

外

損

益

の

部 

営業外収益 
 受 取 利 息 
受   取   配  当  金 
賃貸料及び管理手数料 
連結調整勘定償却 
為  替  差  益 
持分法による投資利益 
 その他の営業外収益 
 
営業外費用 
 支 払 利 息 
 その他の営業外費用 

５８４ 
９ 
６５ 
１０６ 
１２４ 
７４ 
５１ 
１５１ 

 
５５４ 
１６３ 
３９０ 

０.7 
 
 
 
 
 
 
 
 

０.6 
 

４３６ 
１８ 
４９ 
１０７ 
９５ 
０ 
４１ 
１２３ 

 
６４１ 
２４２ 
３９９ 

０.6 
 
 
 
 
 
 
 
 

０.9 
 
 

１４７ 
△    ８ 

１５ 
△    ０ 

２８ 
７４ 
９ 
２７ 

 
△   ８７ 
△   ７８ 
△    ８ 

 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

  経 常 利 益 ４，１７７ ５.1 ２，７９６ ３.7 １，３８０ 
 特 別 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益 
   投資有価証券売却益 
   その他の特別利益 

１８２ 
１０４ 
１４ 
６４ 

０.2 
 

２５３ 
７５ 
１３４ 
４３ 

０.3 △   ７０ 
２８ 

△  １１９ 
２０ 

 
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 特 別 損 失 
   固 定 資 産 売 却 損 
   固 定 資 産 除 却 損 
   固定資産減損損失 
   退 職 特 別 加 算 金 
   ゴルフ会員権評価損 
   投資有価証券売却損 
   投資有価証券評価損 
   鉱害補償引当金繰入額 
   貸倒引当金繰入額 
   固定資産臨時償却費 
   その他の特別損失 

１，５７７ 
１１ 
１２９ 

１，３５７ 
－ 
６ 
４ 
－ 
－ 
－ 
－ 
６８ 

１.9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１，０２０ 
１７ 
６２４ 
－ 
２８ 
２１ 
７ 
３０ 
３６ 
４１ 
２００ 
１３ 

１.3 ５５６ 
△    ５ 
△  ４９５ 
１，３５７ 
△   ２８ 
△   １５ 
△    ２ 
△   ３０ 
△   ３６ 
△   ４１ 
△  ２００ 

５４ 
 税金等調整前当期純利益 ２，７８２ ３.4 ２，０２９ ２.7 ７５３ 
 法人税、住民税及び事業税 ９７４ １，５２０ △  ５４６ 
 法 人 税 等 調 整 額 １８０ 

１.4 
△  ６６３ 

１.1 
８４３ 

 少 数 株 主 利 益 ９５ ０.1 ２６７ ０.4 △  １７２ 
  当 期 純 利 益 １，５３２ １.9 ９０４ １.2 ６２７ 
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６．比較連結剰余金計算書 
   （単位：百万円、未満切捨） 

           期  別 
 
 科  目 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 １日 

至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 １日 

至 平成16年３月31日 

 
増  減 
（△は減） 

（資本剰余金の部） 
資本剰余金期首残高 
資本剰余金期末残高 
 
（利益剰余金の部） 
利益剰余金期首残高 
利益剰余金増加高  
 当期純利益 
 
利益剰余金減少高 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 
 
利益剰余金期末残高 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
 
１０，１３５ 
１，５３２ 
１，５３２ 
 
１３２ 
１３１ 

    １ 
 

１１，５３４ 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
 
９，３６３ 
  ９０４ 
  ９０４ 
 
１３２ 
１３１ 

    １ 
 
     １０，１３５ 

 
     － 
     － 
 
 

７７１ 
６２７ 
６２７ 

 
△   ０ 
△   ０ 
     ０ 
 
１，３９９ 
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７．キャッシュ・フロー計算書
　　　（単位：百万円、未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
 自 平成16年４月１日  自 平成15年４月１日 増　減

　　科　　　目  至 平成17年３月31日  至 平成16年３月31日 （△は減）
Ⅰ.営業活動によるキャッシュフロー

税金等調整前当期純利益 2,782 2,029 753
減価償却費 2,987 3,231 △ 244
固定資産臨時償却費 － 200 △ 200
長期前払費用の償却 26 34 △ 7
固定資産減損損失 1,357 － 1,357
貸倒引当金増減額 82 326 △ 243
賞与引当金増減額 158 130 27
退職給付引当金増減額 △ 334 490 △ 825
その他の引当金増減額 △ 179 7 △ 186
持分法による投資利益 △ 51 △ 41 △ 9
受取利息及び受取配当金 △ 75 △ 68 △ 6
支払利息 163 242 △ 78
投資有価証券売却損益 △ 9 △ 126 116
投資有価証券評価損 0 30 △ 30
賃貸料及び管理手数料 △ 106 △ 107 0
連結調整勘定償却 △ 124 △ 95 △ 28
為替差損益 1 5 △ 3
固定資産除却損 131 624 △ 492
固定資産売却損益 △ 92 △ 58 △ 33
売上債権の増減額 △ 469 1,666 △ 2,135
棚卸資産の増減額 △ 946 2,288 △ 3,235
仕入債務の増減額 652 2,353 △ 1,701
その他 710 △ 2,026 2,736
　　　　　小　　計 6,664 11,137 △ 4,472
利息及び配当金の受取額 75 69 5
利息の支払額 △ 151 △ 241 89
法人税等の支払額 △ 1,593 △ 944 △ 649
その他 106 121 △ 15
営業活動によるキャッシュフロー 5,101 10,143 △ 5,042

Ⅱ.投資活動によるキャッシュフロー
定期預金の預入による支出 △ 178 △ 76 △ 101
定期預金の払戻による収入 225 85 140
有価証券の取得による支出 △ 107 － △ 107
有価証券の売却による収入 140 － 140
固定資産の取得による支出 △ 2,580 △ 3,175 595
固定資産の売却による収入 144 136 7
固定資産の除却による支出 △ 26 － △ 26
投資有価証券の取得による支出 △ 238 509 △ 748
投資有価証券の売却による収入 87 △ 85 173
少数株主からの取得による支出 △ 36 △ 472 435
出資金の取得による支出 △ 201 － △ 201
子会社出資金の取得による支出 △ 56 － △ 56
貸付による支出 △ 74 △ 33 △ 41
貸付金の回収による収入 19 48 △ 28
その他 77 △ 29 107
投資活動によるキャッシュフロー △ 2,803 △ 3,091 287

Ⅲ.財務活動によるキャッシュフロー
短期借入金の増減額 △ 1,351 △ 5,543 4,191
長期借入による収入 300 － 300
長期借入金の返済による支出 △ 1,549 △ 2,053 503
自己株式の取得による支出 △ 31 △ 8 △ 23
親会社による配当金の支払額 △ 132 △ 131 0
少数株主への配当金の支払額 △ 29 △ 40 10
その他 － △ 213 213
財務活動によるキャッシュフロー △ 2,794 △ 7,990 5,196

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 9 △ 55 46
Ⅴ.現金及び現金同等物の増加（減少）額 △ 506 △ 995 488
Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 3,141 4,099 △ 958
Ⅶ.連結子会社による非連結子会社の合併に
　 伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ.現金及び現金同等物の期末残高 2,635 3,141 △ 506

36 △ 36－
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

   (ｲ)連結子会社の数 ９社 

      主要な連結子会社の名称 

        「企業集団の状況」に記載しているため省略しています。 

   

   (ﾛ)主要な非連結子会社名 

        三保産業(株) 

      連結の範囲から除いた理由 

       非連結子会社１３社はいずれも小規模会社であり合計の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金（持分に 

見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

   (ｲ)持分法適用の関連会社数           ２社 

        (株)ＳＮリフラテクチュア東海 

         菊竹産業(株) 

 

   (ﾛ)持分法を適用しない理由 

       持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても 

重要性がないため持分法の適用から除外しています。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

      連結子会社のうち AMR REFRACTARIOS,S.A.、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD. 

及び Krosaki USA Inc.の決算日は12月31日です。 

      連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に 

ついては、連結上必要な調整を行っています。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

   (ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

      ①有価証券 

        満期保有目的の債権  償却原価法（定額法） 

        その他有価証券 

          時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定しています。） 

          時価のないもの…移動平均法による原価法 

      ②デリバティブ    …時価法 

      ③棚卸資産 

          移動平均法による原価法 

          但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 

 

   (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産 

a) 当社及び国内連結子会社…主として定率法 
                 但し、不動産事業に係る建物、設備及び築炉事業にかかる有形固定資産 

の内、一部ユーザー構内にある装置については定額法によっています。 

                        なお、耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用 

していますが、窯炉・機械装置については、一部会社所定の耐用年数を採 
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用しています。（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置・法定 

耐用年数12年を11年） 

b) 在外連結子会社は主として定額法によっています。 
      ②無形固定資産 

        1.ソフトウェアを除く無形固定資産は定額法 

        2.ソフトウェア 

           自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

      ③長期前払費用…定額法   

 

   (ﾊ)重要な引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金 

          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

      ②賞与引当金 

         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

      ③退職給付引当金 

         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き計上しています。 

          会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費および一般管理費に計上 

しています。また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額を発生の翌連結会計 

年度より費用処理しています。 

     過去勤務債務については１０年による定額法で按分した額を発生年度より処理しています。 

      ④役員退職金引当金 

         役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

      ⑤特別修繕引当金 

         高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理等に備えて、その取替費用を見積りの上４年間で均等に 

    計上しています。 

      ⑥鉱害補償引当金 

         連結子会社の黒崎産業(株)の鉱害の発生に備えて、過去の支払実績を参考に見込額を計上しています。 

      ⑦製品保証引当金 

         建材事業（その他の事業）の製品「陶板外壁材」の品質保証に備えるために、実績等を加味した見込額を 

計上しています。 

 

   (ﾆ)リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

   (ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 

     1. ヘッジ会計の方法 

         繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振 

当処理を行っています。 

     2. ヘッジ手段とヘッジ対象 

          ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 

          ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 

     3. ヘッジ方針 

          為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においてのみ実施し、 

収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利スワップ取引等について 

は、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達コストの引き下げを目的とし、実 

需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととしています。 



【連結】 

 15

 

     4. ヘッジ有効性評価の方法 

          ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計との間に高い相関関係があることを確認し有効性の評価としています。 

 

(ﾍ)消費税等の会計処理 

       税抜方式を採用しています。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によることとしています。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

      連結調整勘定は１０年間で均等償却しています。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

      連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成 

しています。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、 

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。 

 

会計方針の変更 

 

「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14年８月９日）

及び「固定資産の減損に会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15年 10月 31日）

が平成16年３月 31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から摘要できることになったこと

に伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を摘要しています。 

これにより、営業利益及び計上利益は 107 百万円増加し、税金等調整前当期純利益は、1,249 百万

円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控

除しています。 

 

 注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

[当連結会計年度]  [前連結会計年度] 

１．有形固定資産の減価償却累計額      68,961 百万円    69,641 百万円 

 

２．減損損失累計額 

   有形固定資産の減損損失累計額      1,352 〃      －  〃 

   無形固定資産の減損損失累計額        5 〃      －  〃 

 

３．偶発債務保証債務 債務保証         640 〃       598 〃 

           経営指導念書       25 〃       325 〃 

 

４．債権流動化による遡及義務         2,683 〃      1,828 〃 

 

５．受取手形 

   裏書譲渡額                 3 〃       12 〃 
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６．減損損失 

減損損失を把握するにあたっては、資産のグルーピングを事業別、事業所別を原則とし、それぞ

れ独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としています。 

回収可能価額は正味売却価額とし、使用価値の算定にあたっての割引率は５％を適用しています。 

その結果、近年の時価下落傾向で帳簿価額に対し、時価が著しく下落している貝塚市にある土地

及び建物と使用価値が著しく下落していると認められる当社及び連結子会社の一部設備、さらには

今後の利用計画がなく使用価値が見込めない原料地、鉱業権について減損損失と特別損失として 

１，３５７百万円計上しています。 

 

 

 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

当連結会計年度 

自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 

  照表に記載されている科目の金額との関係 

 

  現金及び預金勘定     ２，７８８百万円 

  有 価 証 券        ５百万円 

    計       ２，７９３百万円 

 預金期間が３ヶ月 

  を超える定期預金   △  １５３百万円  

 FFF以外の有価証券 △    ５百万円 

  現金及び現金同等物   ２，６３５百万円 

 

 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 

  照表に記載されている科目の金額との関係 

 

  現金及び預金勘定     ３，３４２百万円 

  有 価 証 券       ３８百万円 

    計       ３，３８１百万円 

 預金期間が３ヶ月 

  を超える定期預金   △  ２０１百万円  

 FFF以外の有価証券 △   ３８百万円 

  現金及び現金同等物   ３，１４１百万円 
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セグメント情報 
 
  １．事業の種類別セグメント情報 
 
      当連結会計年度（自 平成１６年４月１日  至 平成１７年３月３１日） 

                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 

事  業 

 

築炉事業

不 動 産

事    業

ﾌｧｲﾝｾﾗ 

ﾐｯｸｽ事業

そ の 他

の 事 業

 

   計 

消去また

は 全 社

 

 連  結

 

 

 

 

59,099 12,008 1,032 7,053 3,020

 

 

 

 

82,214 － 82,214

Ⅰ．売上高及び営業損益 

 

    売上高 

  (1) 外部顧客に 

      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 

      売上高または振替高 

 

43 － － － －

 

43 (    43) －

              計 59,143 12,008 1,032 7,053 3,020 82,257 (    43) 82,214

    営業費用 55,716 11,333 511 6,314 2,875 76,752 1,314 78,066

    営業損益 3,426 675 520 738 144 5,505 ( 1,358) 4,147

Ⅱ．資産、減価償却費 

    及び資本的支出 

    資産 

 

 

45,678 7,021 6,409 5,722 1,879

 

 

66,712 4,560 71,272

    減価償却費 1,744 354 363 363 81 2,907 102 3,009

    資本的支出 1,745 341 － 1,014 61 3,163 255 3,418

 

 
      前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 

                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 

事  業 

 

築炉事業

不 動 産

事    業

ﾌｧｲﾝｾﾗ 

ﾐｯｸｽ事業

そ の 他

の 事 業

 

   計 

消去また

は 全 社

 

 連  結

 

 

 

 

54,248 11,681  1,026  6,038  2,662

 

 

 

 

75,657     － 75,657

Ⅰ．売上高及び営業損益 

 

    売上高 

  (1) 外部顧客に 

      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 

      売上高または振替高 

 

  52     －     －      0     －

 

  52 (    52)     －

              計 54,301 11,681  1,026  6,038  2,662 75,710 (    52) 75,657

    営業費用 51,926 10,931    546  5,412  2,570 71,388  1,268 72,656

    営業損益  2,374    749    480    625     92  4,322 ( 1,321)  3,001

Ⅱ．資産、減価償却費 

    及び資本的支出 

    資産 

 

 

46,156  6,844  6,756  4,963  2,192

 

 

66,913  4,866 71,779

    減価償却費  2,113    348    367    338     83  3,251    216  3,467

    資本的支出  1,738    519     －    275     81  2,615    215  2,831

  （注）１．①事業区分の決定方法 

              事業区分は売上集計区分によっています。 

            ②各セグメントの主な内容 

              耐火物事業には、原材料売上を含みます。 
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              築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含みます。 

              不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含みます。 

              ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。 

              その他の事業は、石灰、景観材及びその他各種商品売上です。 

        ２．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度 1,321百万 

当連結会計年度 1,358百万円であり、これは親会社の管理部門の費用です。 

        ３．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 5,269百万円、当連結会計 

年度 4,925百万円であり、その主なものは親会社での長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に 

係る資産等です。 

        ４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれています。 

 

 

  ２．所在地別セグメント情報 

      当連結会計年度および前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金 

額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略 

しています。 

 

 

 ３．海外売上高 

 

   当連結会計年度（自 平成１６年４月１日  至 平成１７年３月３１日） 

                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高    4,249    3,595    3,888    11,651 

Ⅱ．連結売上高      －      －      －    82,214 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合     5.1％     4.4％     4.7％     14.2％ 

 

 

   前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 

                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高    2,839    3,476    3,230    9,547 

Ⅱ．連結売上高      －      －      －    75,657 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合     3.8％     4.6％     4.3％     12.6％ 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的接近度によっています。 

    ２．各区分に属する主な国または地域 

     (1) アジア…………台湾、韓国、中国 

          (2) 欧州    ………スペイン、オランダ 

          (3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
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〔有価証券関係〕 

 

   当連結会計年度（平成１７年３月３１日現在） 

                                          有価証券の時価等 

 

  １．売買目的有価証券（平成１７年３月３１日現在） 

        該当なし． 

 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

                        連結貸借対 

                取得原価    照表計上額    差  額  

    債券            ５       ５       ０ 

 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

                                                連結貸借対 

                                取得原価        照表計上額       差  額  

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

      ①株式                  １，４０１        ３，９９８      ２，５９６ 

      ②債券                        １０               １５               ５ 

      ③その他                     ５                 ８               ２  

          小 計              １，４１７         ４，０２１       ２，６０４  

 

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

  ①  株式                      ９５               ８４       △   １１  

          合 計              １，５１２      ４，１０５    ２，５９３ 

 

  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  

               ８１         １４          ４  

 

  ５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日現在） 

  （１）満期保有目的の債券          －  百万円 

  （２）その他有価証券 

      非上場株式（店頭売買株式を除く）  １４０百万円 

  （３）子会社および関連会社株式            ６９４百万円 

 

  ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

                                                                                  （単位：百万円） 

                                        １年超          ５年超 

                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   

        ①債 券 

           社 債           －             １５             －             －   

       その他      ５       －       －       －   

            合  計         ５            １５             －              － 
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   前連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 

                                          有価証券の時価等 

 

  １．売買目的有価証券（平成１６年３月３１日現在） 

        該当なし． 

 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 

    該当なし 

 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

                                                連結貸借対 

                                取得原価        照表計上額       差  額  

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

      ①株式                  １，３５９     ３，７２８     ２，３６８ 

   ②債権            １０        １２        ２ 

      ③その他                     ５                ８            ２ 

          小 計              １，３７４         ３，７４９       ２，３７４ 

 

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

      ①株式                     １１２        １１０   △    １ 

       合 計                 １１２          １１０      △    １ 

 

  ４．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  

              ３００        １３４          ７ 

 

  ５．時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日現在） 

    （１）満期保有目的の債券                   ３８百万円 

  （２）その他有価証券 

      非上場株式（店頭売買株式を除く）   ９１百万円 

  （３）子会社及び関連会社株式             ６５６百万円 

 

  ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

                                                                                  （単位：百万円） 

                                        １年超          ５年超 

                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   

        ①債 券 

            社 債           －            １２             －              － 

        ②その他           ３８              －              －              －   

            合  計        ３８            １２            －              － 
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〔退職給付関係〕 

 
１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

なお、当社は退職給付信託を設定している。 

連結財務諸表提出会社については昭和63年から退職一時金制度から適格退職年金制度に全面移行している。また、出向受入者などの

退職金支払に対して退職一時金制度を採用している。 

当連結会計年度末時点においては、連結子会社１社が適格退職年金制度、２社が両制度を並用、残る国内連結子会社３社は退職一時

金制度を採用している。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

                               当連結会計年度        前連結会計年度 

   平成17年３月31日現在      平成16年３月31日現在 

 

イ 退職給付債務 
8,921 百万円 9,035 百万円

ロ 年金資産 △5,031   〃 △3,631   〃 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 3,890   〃 5,404   〃 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △2,848   〃 △3,474   〃 

ホ 未認識数理計算上の差異 294   〃 △  409   〃 

ヘ 未認識過去勤務債務 764   〃 881   〃 

ト 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 2,100 百万円 2,401 百万円

    (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

                                     当連結会計年度       前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日     (自 平成15年４月１日 

至 平成17年３月31日)     至 平成16年３月31日) 

 

イ 勤務費用 601 百万円 591 百万円

ロ 利息費用 177   〃 207   〃 

ハ 期待運用収益 △ 11   〃 △  8   〃 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 575   〃    575   〃 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 72   〃 137   〃 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △117   〃 △117   〃 

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,297 百万円 , 1,385 百万円

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上している。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                            当連結会計年度       前連結会計年度 

 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 主にポイント基準 主にポイント基準 

   

ロ 割引率 主に2.0％ 主に2.0％ 

ハ 期待運用収益率 

主に１％ 

(ただし、退職給付信託については

０％) 

主に１％ 

(ただし、退職給付信託については

０％) 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度から10年で費 

用処理することとしている。 

翌連結会計年度から10年で費 

用処理することとしている。 

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 10年 

ヘ 過去勤務債務の額の処理年数 10年 10年 
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〔税効果会計関係〕 

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 

(繰延税金資産) 

減価償却超過額 

減損損失 

役員退職引当金損金算入限度超過額 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

特別修繕引当金損金算入限度超過額 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

有価証券等評価損 

株式信託簿価 

賞与引当金損金算入限度超過額 

未払事業税 

未実現利益 

連結子会社の繰越欠損金 

その他 

 

378 

423 

86 

797 

6 

267 

218 

255 

618 

46 

31 

300 

278 

 

百万円 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 

 

381 

－ 

112 

940 

40 

339 

255 

255 

560 

102 

83 

359 

186 

 

百万円 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 

小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

3,709 

△714 

2,995 

〃 

〃 

百万円 

 3,617 

△432 

3,185 

〃 

〃 

百万円 

 

（繰延税金負債） 

固定資産圧縮積立金 

固定資産圧縮特別積立金 

有価証券評価差額金 

連結子会社の評価差額 

その他 

 

685 

32 

1,153 

841 

48 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

  

729 

－ 

1,066 

841 

47 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

繰延税金負債合計 2,761 百万円  2,684 百万円  

繰延税金資産の純額 233 百万円  500 百万円  

 

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の      法定実効税率と税効果会計     同 左 

 負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳      適用後の法人税等の負担率 

                             との間の差異が法定実効税                         

                             率の百分の五以下であるた 

                             め記載を省略しています。 
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【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
 

関係内容 
属性 名称 住所 

資本金 

又は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

(％) 役員の兼任等 事業上の関係 

その他の 

関係会社 
新日本製鐵㈱ 東京都千代田区 419,524 鉄鋼業他 

直接  45 

間接   0 

転籍６人 

兼任１人 

当社製品等の販売

及び資材等購入 

取引内容 取引金額(百万円) 科目 期末残高(百万円) 

耐火物製品等販売   37,652 受取手形及び売掛金     5,926 

研究開発の受託     187 その他(流動資産)     32 

諸資材仕入及び諸経費負担金 1,611
支払手形及び買掛金並

びに工事未払金 
   209 

   

           

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

製品販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、一般的取引 

条件と同様に決定している。 

 

２ 子会社等 
 

関係内容 
属性 名称 住所 

資本金 

又は出資金

(百万円) 

事業の内容

議決権等の 

所有(被所有)

割合(％) 役員の兼任等 事業上の関係 

関連会社 菊竹産業㈱ 
北九州市 

八幡西区 
30

運送事業、耐

火物の製造作

業 

直接  30 

〃 (0.04) 

間接   0 

兼任１人 役務の受入 

取引内容 取引金額(百万円) 科目 期末残高(百万円) 

耐火物製品の外注加工及び運搬作業 2,639 買掛金 227 

           

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

市場の実勢価格に基づいて査定された単価で発注している。 

 

※ 以上「関連当事者との取引」に記載した取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでいる。 
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生産、受注及び販売の状況 

 

（１）生産実績 

                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   

 

  事 業 区 分 

  当連結会計年度 

 自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日 

  前連結会計年度 

 自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日 

 耐 火 物 事 業 ４８，７４０ ４７，７７３ 

 築 炉 事 業    １１，７４２    １１，１１７ 

 ファインセラミックス事業     ５，４９１     ５，２７３ 

 そ の 他 の 事 業     １，２６７       ６５７ 

     合  計    ６７，２４２    ６４，８２２ 

      （注）１．不動産事業に生産実績はありません。 

 

 

（２）受注状況 

                                                               （単位：百万円、未満切捨） 

当連結会計年度 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日 

受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高 

 

 

  事 業 区 分 

 

 

 耐 火 物 事 業 ５９，２０６ ３，１５５

 

５５，７８６  ３，２１４

 築 炉 事 業 １２，１４３ ９０９ １１，７２１    ８４２

 ファインセラミックス事業 ７，０８１ ３４２  ６，０４２    ３４１

 そ の 他 の 事 業 ３，０９３ ２４５  ２，６２７    １６６

     合  計 ８１，５２４ ４，６５３ ７６，１７７  ４，５６４

     （注）１．不動産事業については、受注活動にそぐわないため除外しております。 

 

 

（３）販売実績 

                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   

 

    事 業 区 分 

   当連結会計年度 

 自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日 

   前連結会計年度 

 自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日 

 耐 火 物 事 業    ５９，０９９    ５４，２４８ 

 築 炉 事 業    １２，００８    １１，６８１ 

 ファインセラミックス事業     ７，０５３     ６，０３８ 

 不 動 産 事 業     １，０３２     １，０２６ 

 そ の 他 の 事 業     ３，０２０     ２，６６２ 

     合  計    ８２，２１４    ７５，６５７ 

 
                                                以 上 


